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番
号

分類 事業名 事業目的 事業内容 評価項目 評価方法 担当 評価 成果 課題 改善策

・教育公務員特例法第23条
の規定に基づき、初任者研
修の対象者に対し、その採
用の日から１年間の教諭の
職務の遂行に必要な事項に
関する実践的な研修を実施
し、その資質・能力の向上を
図る

○初任者研修
・１３日の校外研修のうち、以下の７日の研修
を提供・支援する。
・開講式、閉講式（２日）
・初任者実践研修（４日)※うち、１日はオンデ
マンド研修
・初任者研修における「選択研修」（１日）

・初任者として必要な資質の向
上及び実践的指導力の育成を
図ることができたかについて、
以下の３項目で評価する。
①職務に向かう意欲
②研修内容の理解
③研修内容の実践・活用

・受講者へのアン
ケート実施

総合企
画担当

・達成できた。
　全体平均3.75（R3　3.82）

〇初任者研修　【対象者306名】
①職務に向かう意欲 　　　  3.73
②研修内容の理解    　　　 3.72
③研修内容の実践・活用 　3.82

・平均が指標を上回った。

・講義、演習、協議をバランスよく
行うことができた。その結果、初任
者に求められる資質・能力の向上
をバランスよく図ることができた。

・理論のウエイトがやや高かった
ため、生徒指導の問題解決につ
ながる事例など受講者のニーズ
に応じた研修内容がやや少な
かった。

・昨年度と比較して、研修内容の
理解の項目がやや低かった。

・受講者の抱える課題や悩みをアンケート
等で把握し、理論と実践のバランスの取れ
た研修内容を工夫する。また、受講者の抱
える課題や悩みを事前に講師に可能な限
り伝え、講義内容に反映可能な部分がない
か、講師と一緒に検討していくことで、より
よい研修内容となるように検討していきた
い。

・教育公務員特例法第24条
の規定に基づき、個々の能
力、適性等に応じた研修を
実施することにより、教育に
関し相当の経験を有し、そ
の教育活動その他の学校運
営の円滑かつ効果的な実施
において中核的な役割を果
たすことが期待される中堅
教諭等としての職務を遂行
する上で必要とされる資質
の向上を図る。

○中堅教諭等資質向上研修
・１０日の校外研修のうち、以下の共通研修６
日、自己課題解決研修４日の研修を提供・支
援する。
・合同研修会（３日）※うち、１日はオンデマン
ド・リモート研修
・教科に関する研修等（１日)
・教育相談・生徒指導、特別支援教育に関する
研修(２日)
・自己課題解決研修（４日）

・中堅教諭等としての職務を遂
行する上で必要とされる資質
の向上を図ることができたかに
ついて、以下の３項目で評価す
る。
①職務に向かう意欲
②研修内容の理解
③研修内容の実践・活用

・受講者へのアン
ケート実施

総合企
画担当

・達成できた。
　全体平均  3.56(R3 3.56)

【調査対象者数 156名】
①職務に向かう意欲　 3.57
②研修内容の理解　　 3.53
③研修内容の実践・活用　3.57

・平均が指標を上回った。

・第１回合同研修会をリモート及
びオンデマンド研修として実施し、
年度当初の校務や児童・生徒に
当たる時間を確保することができ
た。

・第２回合同研修会では、午前と
午後の2部開催にしたことで、大
人数での密を避けることができ、
講師との対話を行いながら、研修
内容を深めることができ、好評で
あった。

・第２回合同研修会では、コーチ
ング法に関する集合での研修を
実施した。対面での積極的な演
習・協議が行われ、受講者の実践
力を高めることができた。

・若手教員の増加、ベテラン教員
の退職により、対象者は校務分掌
等で責任ある立場になることが多
い。ミドルリーダーとしての意識を
醸成するに当たり、現場の実態に
即したケーススタディを取り入れ
るなど、研修内容及び演習・協議
等の方法を精査する余地がある。

・ミドルリーダーとしての意識をより一層醸
成するため、校種ごとに協議するテーマを
設定するなど、講師に提案を行いながら研
修内容・方法等について見直すようにした
い。

・演習の形態やグループ代表の発表の仕
方など、より効率的な方法を模索し、演習
や協議を行うことができるようにしたい。

・佐賀県初任者研修を終了
した教諭に対し、学級経営
及び教科・領域等に係る研
修を実施することで、実践的
指導力と使命感を養うととも
に、幅広い知見を習得させ
る。

○２年目研修
・以下の３日の校外研修を提供・支援する。
・フォローアップ研修（１日）
・選択研修（２日）

・教職員として必要な資質の向
上及び実践的指導力の育成を
図ることができたかについて、
以下の３項目で評価する。
①職務に向かう意欲
②研修内容の理解
③研修内容の実践・活用

・受講者へのアン
ケート実施

総合企
画担当

・達成できた。
　全体平均  3.88(R3 代替研修)

【調査対象者数 320名】
①職務に向かう意欲    3.88
②研修内容の理解      3.84
③研修内容の実践・活用   3.91

・平均が指標を上回った。

・フォローアップ研修は全校種合
同にしたため、受講者が他校種の
学級経営にも視野を広げる機会と
なった。特に学級経営について
は、ニーズが高い内容であるた
め、初任者研修で培った基礎的な
内容を発展させることができた。

・研修方法を工夫することで、受
講者が選択した研修を中止にす
ることがほとんどなかったため、必
要な資質の向上につなげることが
できた。

・半日の研修であったため、止む
を得ないことであるが、内容が講
義中心となり、受講者同士の協議
の時間を十分に確保できなかっ
た。そのため、他者の考えに触れ
る時間が短かったという点でやや
課題が感じられた。

・研修内容において、協議の時間を確保で
きるよう講師との事前調整や時間配分の調
整を念入りに行っていきたい。

・選択研修を充実したものとするため、選択
研修を設定している意義等もフォローアッ
プ研修の際に触れるようにしたい。

・教諭等の職種に対し、学習
指導、学級経営及び時代の
ニーズ等に関する様々な知
識を習得させたり、体験活
動を実施したりすることで、
児童・生徒の実情を踏まえ
た実践的指導力の更なる向
上を図る。

○３年経験者研修
・以下の３日の校外研修を提供・支援する。
・全校種合同研修会（１日）
・企業福祉施設等体験研修又は選択研修（２
日）

・教職員として必要な資質の向
上及び実践的指導力の育成を
図ることができたかについて、
以下の３項目で評価する。
①職務に向かう意欲
②研修内容の理解
③研修内容の実践・活用

・受講者へのアン
ケート実施

総合企
画担当

・達成できた。
　全体平均  3.73(R3 代替研修)

【調査対象者数 329名】
①職務に向かう意欲　 3.65
②研修内容の理解　　 3.67
③研修内容の実践・活用　3.77

・平均が指標を上回った。

・合同研修会は集合研修の形態
をとったが、感染症対策を踏まえ
た上で研修内容や方法を精査し
たことにより、受講者の効用感が
高かったと考えられる。

・企業・福祉施設等体験研修は、
感染症の広がり等の影響もあった
が、概ね当初の目的を達成でき
た。その結果、受講者の報告書に
資質及び指導力の向上につなげ
られたといった記述が多くみられ
た。

・受講者の研修内容の理解を深
めるため、引き続き、感染症対策
を踏まえた上で演習・協議等を取
り入れるよう、検討を進める必要
がある。今年度は、やや会場が狭
く、運営に苦慮した。

・企業・福祉施設等体験研修にお
いて、在勤地外の企業での体験も
いくつか見られた。学校と地域社
会との連携を強め、開かれた学校
づくりを推進するという研修の趣
旨の周知について、やや課題が
感じられた。

・感染症の広がりに応じて、演習・協議等の
形態を柔軟に変更できるよう整え、オンライ
ンでの講義の実施も念頭に置き、準備をし
ておきたい。また、会場の特徴に合わせた
実施形態で開催できるように、様々な角度
から事前準備を検討して行っていきたい。

・第１回合同研修会で、企業・福祉施設等
体験研修については、学校と地域社会との
連携を強め、開かれた学校づくりを推進す
るという研修の趣旨について周知すること
と併せて、感染症の影響が大きい場合、研
修先や期間、所在地を柔軟に設定できるこ
とも補足していきたい。

・平均3.4以上
（全ての項目の
平均）

・平均3.4以上
（全ての項目の
平均）

・平均3.4以上
（全ての項目の
平均）

・平均3.4以上
（全ての項目の
平均）

令和４年度事業評価【最終】

指標

○　教育センター設置目的
　　教育関係職員の研修及び教育に関する専門的、技術的事項の研究調査等を行い、佐賀県教育の充実と振興を図る。

必須研修
研
修
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番
号

分類 事業名 事業目的 事業内容 評価項目 評価方法 担当 評価 成果 課題 改善策指標

・教育に関して専門性と豊富
な知識を有する職員として、
また、学校経営を担う職員と
して、学校経営に積極的に
参画できる人材の育成を図
る。

○教育行政職員研修（教育行政職員を対象と
した階層別研修等を行う）
・新規採用職員研修（３日）
・新規採用職員等を対象とした実務研修（４
日）
・主事・主査・事務主任・事務長を対象とした新
任基礎研修（各１日　計４日）
・主事・主査・主任主査・事務主任・（統括）事
務長を対象とした能力開発研修（各１日　計５
日）
・ｅラーニング研修（８月～３月）

・教育行政職員としての職務を
遂行する上で必要とされる資
質の向上を図ることができたか
について、以下の６項目で評価
する。
①日程や時間配分
②難易度や量
③活用の見通し
④資料の分かりやすさ
⑤課題の解決
⑥資質能力の向上

・受講者へのアン
ケート実施（研修終
了時）

総合企
画担当

・達成できた。

　全体平均  5.21  (R3:全体平均 5.23
(調査対象者数延べ545名))

【調査対象者数 延べ539名】
①日程や時間配分    　　5.11
②難易度や量      　　　　 5.11
③活用の見通し　　   　　 5.29
④資料の分かりやすさ    5.31
⑤課題の解決　　　　　　　5.18
⑥資質能力の向上　　　　5.25

・平均が指標を上回った。

・研修内容によっては、リモート研
修等を取り入れ、多くの教育行政
職員がzoomやオンデマンドを経
験する機会も持つことができ、多
様な研修形態で資質向上を図る
ことができた。講師との事前打合
せの中では、講義はもちろんのこ
と、協議や意見共有を行う場も確
保することもでき、こちらが想定し
ていた以上の高評価を得た。

・ｅラーニング研修は、空いた時間
に受講できるということで今年度も
定員を大きく上回る応募があっ
た。内容も事務職員のニーズに
沿ったコンテンツが数多く準備さ
れており好評であった。

・次年度も研修内容に応じた、研
修形態となってくる。教育行政職
員については、全職員の半数以
上がこれまでにリモート研修を経
験済みであるが、未経験の受講
者への柔軟な対応も今後必要に
なると考える。

・県内学校におけるGIGAスクール
やコミュニティ・スクールの充実に
伴い、事務職員に期待される役割
を理解・実践することが必要とな
る。

・リモート研修については、引き続き各所属
に配置されているICT支援員からのサポー
トを呼びかける。また、接続テストが必要な
場合、基本的にはzoom社が主催する接続
テストを利用してもらう。接続テストを希望
する受講者や現地から直接配信する講師
には、個別に接続テストを行うなど柔軟に
対応していく。

・本年度同様、ICT活用教育推進研修やコ
ミュニティ・スクール研修を実施することに
より、事務職員としての役割の理解や積極
的な事業への参画を促していく。また、講
義の中で協議を行うことにより、より多くの
情報共有や意見交換ができる場を増やし
ていく。

職務別研修 ・経験年数及び職務等に応
じ、教育の専門職として職務
遂行に必要な知識、技能、
資質等の向上を図る。

○職務別研修
・教職員の職務に応じて求められる専門的な
知識や技能、企画立案及び運営、事務処理等
の能力向上を図るために、該当者が受講する
研修を提供する。

・職務等に応じて必要となる知
識、技能、資質等の向上を図る
ことができたかについて、以下
の６項目で評価する。
①日程や時間配分
②難易度や量
③活用の見通し
④資料の分かりやすさ
⑤課題の解決
⑥資質能力の向上

・受講者へのアン
ケート実施（研修終
了時）

教職研
修担当

・達成できた。

　全体平均  5.21 (R3　5.24(調査対象
数　858名))

【調査対象数 1,229名（無回答含)】
①日程や時間配分    　4.95
②難易度や量　        　 5.10
③活用の見通し　　　　　5.37
④資料の分かりやすさ　5.34
⑤教育課題の解決　　　 5.21
⑥資質能力の向上　　　 5.32

・全体平均が指標を少し上回っ
た。③活用の見通し、④資料の分
かりやすさ、⑤教育課題の解決、
⑥資質能力の向上において比較
的高い支持を得ている。

・リモートやオンデマンドでの研修
を増やし、受講者の負担感の軽
減を図ることができた。

・日程や時間繰りについては、多
様な意見が出されるため、その項
目の評価が上がりにくい。

・研修日程については、実施時期の精査を
行いつつも、職務別研修に関してはオンデ
マンド研修の活用を幅広く進めていく。

・

課題別研修 ・時代の変化、社会の要請、
学校運営上の課題等に応じ
て、全ての教職員又は担当
者等に対し、必要な知識、技
能、資質等の向上を図る。

○課題別研修
・時代の変化、社会の要請、学校運営上の課
題等に応じて求められる専門的な知識や技能
及び指導力の向上を図るために、全ての教職
員又は担当者が受講する研修を提供する。
（小学校新任理科担当教諭研修、小学校新任
家庭科担当教諭研修、中・高新任理科教諭研
修）

・時代の変化、社会の要請、学
校運営上の課題等に必要な専
門的な知識、技能及び指導力
の向上を図ることができたかに
ついて、以下の３項目で評価す
る。
①研修内容の理解
②研修内容の活用意識
③研修内容の効用感

・受講者へのアン
ケート実施（研修終
了時）

教職研
修担当

・達成できた。

　全体平均  5.51　（R3　5.58（受講者数
109名））

【受講者数 207名(無回答者含）】
①研修内容の理解      　5.41
②研修内容の活用意識　5.68
③研修内容の効用感   　5.58

・全体平均は指標を大きく上回っ
た。実習を伴うものが多く、安全指
導の大切さについて体験的に知
見を得た受講者が多くいた。

・小学校新任家庭科担当教諭研
修については、コロナ禍のため急
遽リモート研修という形をとった
が、各学校の協力の下実施し、評
価も高かった。

・小学校理科担当教諭研修につ
いては、座学の部分をオンデマン
ド化し、事前研修とすることで半日
研修を実現できた。

・前年度からすると全体平均は微
減している。

・安全指導の強化という目的のた
め、今年度から、欠席者に対して
は夏季休業中に来所してもらって
の代替研修を進めた。そのため、
担当所員の負担が増えた。

・担当所員の負担軽減に努める。

・新規採用養護教諭に対して採用前に、引
継ぎや年度当初の執務について参考とな
る資料を引き続き配布する。配布の際、資
料の活用の方法について説明の資料を添
付するようにしたい。

・次年度は、中堅養護教諭資質向上研修
Ⅰを集合研修で計画しているため、リモー
ト研修では難しかった演習・協議を充実さ
せたい。

・平均5.1以上
（全ての項目の
平均）

・平均5.1以上
（全ての項目の
平均）

総合企
画担当

・達成できた。

　全体平均  5.61 (R3  5.48）

○新規採用養護教諭研修　【対象者15
名】
①日程や時間配分    　　5.53
②難易度や量　        　　5.52
③活用の見通し　　　　　　5.80
④資料の分かりやすさ　 5.77
⑤教育課題の解決　　　  5.72
⑥資質能力の向上　　　  5.78

○２年目研修　【対象者20名】
①5.47   ②5.54  ③5.76
④5.74   ⑤5.71  ⑥5.71

○３年経験者研修　【対象者19名】
①5.63   ②5.47   ③5.69
④5.59   ⑤5.53   ⑥5.72

○中堅養護教諭資質向上研修
　【対象者8名】
①4.69   ②5.15   ③5.31
④5.15   ⑤5.07   ⑥5.23

・平均が指標を上回った。

・新採養護教諭の年度当初の不
安感を軽減するため、採用前研修
の際、引継ぎや年度当初の執務
について参考となる資料の配布を
行った。また、校内研修の充実を
図るため指導教員の研修を新規
事業として実施した。対象者の資
質向上を多方面から図ることがで
きた。
　
　
・２年目養護教諭研修と中堅養護
教諭資質向上研修では、研修ファ
イルマネージャーを活用し、事前
に対象者に課題提出を求め、そ
の内容を個別の指導や研修内容
に反映させた。アンケートの教育
課題の解決や資質能力の向上に
ついての評価が高かったことか
ら、対象者の課題やニーズに沿っ
た研修を実施できたことが窺え
た。

・採用前研修の際配布した、引継
ぎや年度当初の執務について参
考となる資料についてのアンケー
トの中で、参考になったという意見
が多い中、数名学校の実態に合
わないものもあったという感想が
あった。

・中堅養護教諭資質向上研修Ⅰ
は終日リモート研修だったが、高
度な専門性の内容を取り扱う演習
や協議の実施が困難であったた
め、集合しての研修を望む意見が
多かった。

・平均5.1以上
（全ての項目の
平均）

・受講者へのアン
ケート実施（研修終
了時）

・平均5.1以上
（全ての項目の
平均）

・専門的知識・技能及び実践
的指導力を高める研修を体
系的に実施し、保健室運営
や多様化している健康課題
に対応できる養護教諭の育
成を図る。

○養護教諭経験年数別研修（養護教諭の職
務に関する研修）
・養護教諭の経験年数に応じた研修を行う。
・新規採用養護教諭研修（４日）※１日は、リ
モート研修
・養護教諭２年目研修（２日）※１日は、リモー
ト研修
・養護教諭３年経験者研修（２日）
・中堅養護教諭資質向上研修（２日）※１日
は、リモート研修

・新規採用養護教諭研修、養
護教諭２年目研修、養護教諭３
年経験者研修及び中堅養護教
諭資質向上研修の４つについ
て、養護教諭として必要な資質
の向上及び知識・技能の習得
を図ることができたかについ
て、以下の６項目で評価する。
①日程や時間配分
②難易度や量
③活用の見通し
④資料の分かりやすさ
⑤課題の解決
⑥資質能力の向上

2
研
修

必須研修
研
修

1
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希望等研修 ・教科・領域等の専門的かつ
実践的指導力の向上を図
る。

・各教科・領域等における専門的な知識、技能
及び指導力の向上を図る研修内容を提供す
る。
○本講座　 ９１
・主に教育センター内で半日または１日の研修
を提供する。
○公開講座　1
・本講座等の一部を公開講座として提供する。
○出前講座　１
・身近な会場で、半日の研修を提供する。

・教職員として必要な専門的な
知識、技能及び指導力の向上
を図ることができたかについ
て、以下の３項目で評価する。
①研修内容の理解
②研修内容の活用意識
③研修内容の効用感

・受講者へのアン
ケート実施（研修終
了時）

教職研
修担当

・達成できた。

全体平均  5.37　(R3　5.34(受講者数
2,422名))

　 ※本講座・出前講座

【受講者数 3,263名（無回答者含)】
①研修内容の理解      　5.23
②研修内容の活用意識　5.46
③研修内容の効用感   　5.39

・全体平均は指標を上回った。全
ての項目で高い評価だが、特に
研修内容の活用意識においてが
最も高かった。現場のニーズを踏
まえた研修内容や研修方法を実
施できていると捉えている。

・新型コロナウイルス感染症の拡
大もあったが、今年度は延期等で
対応し全ての研修を実施すること
ができた。リモート研修(27本)やオ
ンデマンド研修(9本)を充実させた
ことで、対応が後手に回らずに済
んだことも大きい。オンライン研修
の割合は39.8％だった。

・オンライン研修への肯定的な意
見も多く、現場の負担感軽減にも
つながっている。

・小中学校に比べて、高校の先生
方の受講数が伸びていかない。

・学習指導力の向上を主な目的と
した研修が多く、教師としての素
養を養ったり、多面的・多角的な
視点から教育問題を捉え直したり
するような研修が少ない。

・授業研究や実習、協議を行った
場合の受講者の「研修内容の効
用感」は高い。ニーズや期待も大
きい。オンライン研修のメリットを
踏まえつつも集合研修の需要に
どこまで応えていくか整理が必要
である。

・高校の先生方が受講しやすいように教科
に寄らない研修や、技能教科等の研修を
新設する。

・育成指標に照らし合わせて、コミュニケー
ション力の向上や児童理解を深化させるよ
うな研修内容や、チーム学校としての取組
を支援するような研修方法を充実させてい
く。

・オンライン研修における研修方法の充実
をはかり、受け身での時間を減らすような
研修のあり方を模索していく。同時に、集合
研修では、その意義を享受できるような構
成を目指し、研修効果が高まるように工夫
を行うよう図っていく。

・各々の研修教科・領域等にお
ける指導方法等の工夫・改善
を図ることができたかについ
て、長期研修生及び教育実践
指導担当者が以下の２項目で
評価する。
①教育研究に関する達成度
②学校現場での活用見込み

・教員としての資質向上を図る
ことができたかについて、以下
の３項目で評価する。
①職務や研修に向かう意欲
②研修内容の理解
③研修内容の効用感

・進捗段階に応じ
た長期研修生への
４回のアンケート実
施
・教育実践報告会
終了後の教育実践
指導担当者へのア
ンケート実施

・必須研修、希望
等研修聴講後の長
期研修生へのアン
ケート実施

研究調
査担当

・達成できていない

　全体平均  3.32
【調査対象者数２名】

○教育研究に関する研修
［教育実践計画相談会後］
①達成度　　     3.14
②活用見込み　3.00
［教育実践計画審議会後］
①達成度　　     3.17
②活用見込み　3.25
［教育実践中間報告会後］
①達成度　　     3.21
②活用見込み　3.25
［教育実践報告会後］
①達成度　　    3.68
②活用見込み　3.83

○教員としての資質向上に関する研修
①意欲      3.50
②理解　　 3.00
③効用感　3.50

・５月、７月、１２月に実施したアン
ケートにおいては、「教育研究に
関する研修」の各項目の数値が
指標を下回っている。
研究の進捗に合わせた研修のプ
ログラムの改善やサポート体制の
在り方について改善を図る必要が
ある。

・教育実践相談会を年２回に増や
したが、時期的な問題から、２回
目を実施することが難しかった。

・長期研修生の指導方法等の工
夫・改善を図る研修をより充実さ
せていくためにも、その研修の内
容や方法を更に検討する余地が
ある。

・教育実践中間報告書の作成時
期と、教育実践指導担当者の業
務の繁忙期とが重なり、長期研修
生への支援が教育実践指導担当
者にとって負担となる時期があっ
た。

・指導方法等の工夫・改善を図る研修の充
実を図るために、長期研修担当以外の所
員とも協力した研修の在り方について検討
する。また、４月当初のオリエンテーション
等で、研修方法についてのガイダンス内容
の充実を図る。

・前期の検証授業を１０月までに実施する
ことで、その後の教育実践中間報告書の
作成期間を十分に取り、教育実践相談会
の時間を確保できるようにする。

・長期研修事業のアンケートの内容を、長
期研修生の実態を踏まえて検討する。

・研修修了後の所属校等にお
ける貢献度について以下の２
項目で評価する。
①研修成果が自身のキャリア
アップにつながっているか。
②研修成果を佐賀県の教育や
学校現場に還元できたか。

・研修修了後５年
経過した研修生を
対象にアンケート
実施

・目標を達成している

・1月にアンケート実施
【調査対象者数７名】

①自身のキャリアアップ
・教育行政　３名
・各種ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ　１名
・校内の主事･主任　４名

②研修成果の還元
(1)指導助言・実践発表等
・県外　２名
・県・市町教委主催　７名
・教育センター主催　１名
(2)執筆・作成・投稿等
・教育論文　２名
(3)公開授業等
・県外　２名
・県内　７名
(4)その他
・研究成果報告・伝達　２名
・研修会研修教材作成　２名

・「教員としての資質向上に関する
研修」の意欲と効用感の項目の
数値が指標を上回っている。研修
教科以外の教科等の希望等研修
を聴講することができたこと、課
長・係長による水曜談話会を実施
し、幅広い内容の研修の機会が
増えたことが要因として考えられ
る。

・指導方法等の工夫・改善を図る
研修においては、オリエンテーショ
ンや教育実践指導担当者会など
で見通しをもつようにした。

・教員としての資質向上を図る研
修においては、長期研修生自身
で教育実践計画審議会、中間報
告会、水曜談話会等の企画・交
渉・運営の一部を行った。これら
のことを通して、学校力に寄与で
きるような企画・交渉・運営等につ
いて学べるようにした。

・３月に実施したアンケートにおい
ては、「教育研究に関する研修」
の各項目の数値が指標を上回っ
ている。

・平均5.1以上
(全ての項目の
平均)

3
研
修

長期研修 ・基礎期や深化期における
キャリアステージの向上を主
眼とし、効果的な学習指導と
授業改善又は発達段階や
個に応じた適切な指導を行
うために必要な専門的知識・
技能を身に付け、児童生徒
の学力や学校力を高めるこ
とに寄与することができるよ
うな教員の育成を図る。

・選択した研修教科・領域等について、指導方
法等の工夫・改善を図る研修及び教員として
の資質向上を図る研修を行う。
・令和４年度２名で実施。
○指導方法等の工夫・改善を図る研修
・教育実践相談会（５月、11月）
・教育実践計画審議会（７月）
・教育実践中間報告会（12月）
・教育実践報告会（３月）
○教員としての資質向上を図る研修
・必須研修、希望等研修の聴講
・所員研修

・平均3.4以上
（全ての項目の
平均）

・平均3.4以上
（全ての項目の
平均）

・評価項目に
沿って記述内容
により判断す
る。
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5
研
究

個別実践研究 ・教育センター所員が、本県
の教育課題に関する研究・
調査を行うことにより、具体
的な方策・改善策等を提案
するとともに教育センター所
員の資質向上を図ることで
本県教育の充実・改善を図
る。

・上記のプロジェクト研究以外の研究教科・領
域等において、理論研究に基づいた調査、分
析を行い、具体的な手立てを講じた検証授業
や教材開発に取り組む。研究成果について
は、Webサイト等を通して、発信する。

【研究教科・領域等】
○個別実践研究
・教育相談
・小・中学校各教科・領域等
　　（小学校・・・国語・社会・算数・理科・外国
語・学校保健・図画工作）
　　（中学校・・・理科・英語・家庭・道徳）

【研究に取り組むセンター所員数】
・研究を担当するセンター所員総数…24名

個別実践研究に取り組んだセ
ンター所員の資質向上を図る
ことができたかについて、以下
の３項目で評価する。

①研究に対する課題意識や取
組に対する意欲
②研究内容や方法についての
理解
③研究成果やセンター教育コ
ンテンツの活用意識

個別実践研究に取
り組むセンター所
員対象の質問紙に
よるアンケート実施

研究調
査担当

・達成できている

　全体平均　3.85

[各項目における平均]
①研究に対する課題意識や取組に対
する意欲　    　3.83
②研究内容や方法についての理解
　　　　　     3.73
③研究成果やセンター教育コンテンツ
の活用意識　4.00

[調査対象者数]
・教育相談：11名
・小・中学校各教科・領域等：13名

・教育相談では、「小・中学校にお
ける児童生徒の安心につながる
教育相談の充実に向けて」という
テーマで、定期教育相談の充実を
図るためのリーフレットを作成し
た。

・小・中学校各教科・領域等では、
基礎期の教員に向けた日々の授
業づくりや授業改善に役立つコン
テンツの開発に向けて、学校での
授業実践を基に、授業づくりのポ
イントチェックシートや単元デザイ
ン、評価資料などを作成した。

・資料作成の趣旨や形式などにつ
いて共通理解する場を設定したこ
とで、研究担当所員の資料作成
の方向性が明確になり、スムーズ
な資料提出につながった。

・個別実践研究においては、他の
業務と重なったため、計画通りに
研究が進まないことがあり、研究
担当所員による進捗管理やサ
ポートが難しかった。

・係内で情報を共有し、進捗状況が改善し
ない場合は、今後の対応の方向性を検討
し、共通理解を図りながら進めていく。

6
研
究

特命研究 ・所長が、緊急に対策を講じ
ることや研究する必要があ
ると判断した教育課題に対
して、教育センター所員が特
命研究チームを組織し、研
究・調査を行うことで、本県
教育の充実・改善を図る。

・教育課題について理論研究に基づいた調
査、分析を行い、課題の解決に向けた具体的
な解決策を、Webサイト等を通して、発信する。

【研究教科・領域等】
〇「学力向上対策推進プロジェクト」
・中学校数学
・中学校理科

【研究に取り組むセンター所員数】
・研究を担当するセンター所員総数…２名

・令和５年度佐賀県小・中学校教育課程研修
における授業実践動画を作成する。

【研究教科・領域等】
・小・中学校各教科・領域等
　　（小学校・・・国語・社会・算数・理科・外国
語・図画工作）
　　（中学校・・・理科・英語・家庭・音楽・美術）

【研究に取り組むセンター所員数】
・研究を担当するセンター所員総数…12名

評価はしない。 研究調
査担当

評価はしない。

・達成できている

　全体平均　3.96

[各項目における平均]
①研究に対する課題意識や取組に対
する意欲
　　平均　3.94
②研究内容や方法についての理解
　　平均　3.94
③研究成果やセンター教育コンテンツ
の活用意識
　　平均　4.00

[調査対象者数]
○中学校各教科の研究委員会　４名
（中学校…音楽２名、美術２名）

・中学校音楽科と中学校美術科で
は、主体的・対話的で深い学びの
実現に向けた授業改善の推進を
図るためのコンテンツ開発のた
め、研究委員の授業実践を基に、
授業改善サポートQ&Aとして、指
導計画作成のポイントや学習評
価のポイントなどについてまとめ
ている。

・各研究のWeb原稿の点検につい
ては、事前の計画に基づき、業務
の状況を把握しながら柔軟に対
応した。

研究調
査担当

4
研
究

プロジェクト研
究

・教育センター所員と研究委
員として委嘱した学校現場
の教員から構成されるプロ
ジェクトチームを組織し、本
県の教育課題に関する研
究・調査を行うことにより、具
体的な方策・改善策等を提
案するとともに、教育セン
ター所員及び研究委員（学
校の教員）の資質向上を図
ることで本県教育の充実・改
善を図る。

・以下の研究教科・領域等において、研究課題
について理論研究に基づいた調査、分析を行
い、研究課題の解決に向けた具体的な解決
策、改善策を取り入れた授業などに取り組む。
研究成果については、Webサイト等を通して、
発信する。

【研究教科・領域等】
○中学校 各教科の研究（新規）
（中学校…音楽、美術)

【研究組織の構成人数】
・研究を担当するセンター所員総数…２名
・研究委員（学校の教員）総数…４名

・コンテンツの作成及び点検につ
いては、各担当の業務と繁忙期
が重なった際に、計画通りに業務
を遂行できないことがあった。

・研究担当所員、担当係長及び管轄係長と
の研究方針等の共通理解をこれまで以上
に重視し、マネジメントを行う。

・各担当の繁忙期等を鑑み、綿密な研究計
画を立てた上で、各担当業務の状況を把
握しながら適切なマネジメントを行い、柔軟
に対応する。

加重平均3.4以
上
（全ての項目の
平均）

プロジェクト研究の研究委員及
びセンター所員の資質向上を
図ることができたかについて、
以下の３項目で評価する。

①研究に対する課題意識や取
組に対する意欲
②研究内容や方法についての
理解
③研究成果やセンター教育コ
ンテンツの活用意識

プロジェクト研究の
研究委員及びセン
ター所員対象の質
問紙によるアン
ケート実施

加重平均3.4以
上
（全ての項目の
平均）
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分類 事業名 事業目的 事業内容 評価項目 評価方法 担当 評価 成果 課題 改善策指標

8

学
校
支
援

インターネット
活用

・インターネットを通して教育
に係る情報を発信し、教職
員の教育活動を支援する。

・メールマガジン配信登録を促し、教育セン
ターWebで提供するコンテンツの積極的な活用
を促す。
・文科省及び国立教育政策研究所などのWeb
より情報収集を行い、教育センターWebより情
報提供を行う。
・情報担当者会を定期的に実施し、情報交換
をすることで、学校現場のニーズに対応した
Webサイトになるように随時更新を行う。

教育センターWebで教育に係る
情報を発信し、教職員の教育
活動を支援する取組につい
て、以下の項目で評価する。
①教育センターWebのアクセス
件数

①教育センター
Webの総アクセス
数

教職研
修担当

・達成できている

　総アクセス数　511万件
　（令和４年４月～令和５年３月）
　（前年同期間  478万件）

・総アクセス数は前年同期間に比
べ微増している。

・評価資料など、所員が取り組ん
だ研究成果について更新すること
ができた。また、受講者専用ペー
ジを設け、オンデマンド研修を進
めることができた。

・文科省及び国立教育政策研究
所などからの情報収集が昨年度
までに比べ、更新頻度が少なかっ
た。

・オンデマンド研修に関しては、動
画と研修資料を同一ページで提
供できない状況にある。

・情報担当者会において、各ページの担当
者を決め、更新する。

・各ページのアクセス数に応じて、掲載内
容や構成を検討する。

・受講者がよりアクセスしやすくなるように、
委託業者と検討を重ねる。

9

学
校
支
援

図書資料室管
理

・教育に関する書籍や刊行
物、研究資料等を収集・整
理し、県内教職員の研修を
支援する。

・新しい教育課題や研究に役立つ書籍や教育
雑誌の計画的な購入・受入を行う。
・教科書展示会（R4.6.10～6.29)を運営する。ま
た、次年度から使用される高等学校の「学習
評価に関する参考資料」(見本）を配架し、教科
書センターとしての対応をする。

評価はしない。 研究調
査担当

評価はしない。 ・教科書展示会（R4.6.10～6.29)を
滞りなく運営することができた。期
間外における各学校からの問合
せや資料閲覧の要望に対しても、
適切に対応することができた。

10

学
校
支
援

広報業務 ・教職員の資質向上に資す
る教育センターの取組や講
座の案内・募集等の周知・
広報を行い、県内の教職員
に役立つ情報の提供を推進
する。

・教育センターメルマガ「ミネルバ」を発信す
る。月1回（月初め）を基本とするが、様々な状
況に応じて時宜を得た情報を提供する。
アドレスを登録した教職員等及び、各学校へ
新情報システムでも配信する。

評価はしない。 研究調
査担当

評価はしない。 ・教育センターメルマガ「ミネルバ」
を月１回定期的に発信することが
できた。
・登録者数273名（12月9日現在）
（R3 203名）
・センターWebページ「ミネルバ」へ
のアクセス数3437件（R5.3月末現
在）

7

学
校
支
援

・教育相談・生徒指導、特別支援教育における
各学校の実態やニーズを踏まえた実践的な指
導方法や支援方法等を提供するための学校
支援を行う。
【実施予定期間】
「Q-U」に係る分析・活用
　　　　　　　　  …６月初旬～12月下旬（Ⅰ期、
Ⅱ期に分けて提案）
特別支援教育…６月初旬～12月下旬
【実施予定件数・人数】　105件　2,100名程度

○令和３年度の実績
【支援実施件数】　　　　　  92件
【支援校参加者総数】　1,526名

令和４年度
・教育相談…64件　1,136名
・特別支援教育…41件　784名
合計 105件　1,920名

・参加者アンケート（1,920名）では
全ての項目において指標となる平
均3.4を全ての項目で上回ってお
り、各学校等のニーズに応じた学
校支援を実施できたと考える。

・「Q－U」に係る学校支援につい
て、高等学校や私立学校からの
申込数が増加した。

・学校の実態やニーズに応じた支
援を目指し、義務教育学校におい
て前期・後期課程合同で研修を
行ったり、学校の要望に応じた時
間で研修を実施することができ
た。

・特別支援教育に係る学校支援に
ついて、研修の内容を演習中心と
したため、参加者の「主体的・対
話的で深い学び」につなげること
ができた。

・達成できている
　全体平均　3.88（R３ 3.89)

[各項目における平均]
①研修内容の理解
　　平均3.90
②研修内容の効用感
　　平均3.86
③研修内容の活用意識
　　平均3.89

[調査対象数]
・教育相談…64件　1,136名
・特別支援教育…41件　784名
合計 105件　1,920名

学校支援（教
育相談・生徒
指導、特別支
援教育関係）

・教育相談・生徒指導、特別
支援教育における課題が多
様化し、児童生徒への支援
や指導に学校が苦慮してい
る現状に対応するため、各
学校等の実態やニーズに応
じた実践的な指導方法や支
援方法等についての周知と
理解を図るとともに、各学校
等の自立した取組を促す。

・「Q－U」に係る学校支援では、申請を受け
付けた段階で、支援校の選定を行い、無理
のない計画を作成する。支援を実施できな
い学校に対しては、センター研修の案内等
を行う。

・特別支援教育に係る学校支援では、自校
における特別支援教育に関する課題に応
じることができるよう、今年度同様、研修
コースを３つ設ける。併せて、発達障害の
ある児童生徒の指導・支援について理解を
深めることができる研修内容を提案する。
　引き続き担当内で研修に取り組み、所員
の資質向上に努める。

・「Q－U」に係る学校支援では、学
校からの申請を可能な限り受諾し
たが、所員一人当たりの支援数
が過多となった。

・特別支援教育に係る学校支援で
は、多様化・複雑化する児童生徒
の学習面や生活面での困難さに
対して、自校における特別支援教
育の取組について検討し共通理
解を図る必要があり、担当所員の
力量を維持・向上していく必要が
ある。

指導方法や支援方法等につい
ての周知・理解と学校等の自
立した取組に向けた学校支援
の効果と研修の充実につい
て、以下の３項目で評価する。

①研修内容の理解
②研修内容の効用感
③研修内容の活用意識

・支援を行った学校
等での研修に参加
した教員対象の質
問紙によるアン
ケート実施

・平均3.4以上
（全ての項目の
平均）

生徒支
援担当

①年間アクセス
数350万件以上
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